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2017 年 10 月１日にラスベガスで銃による大量

殺人事件が起こった。ルート 91 収穫音楽祭のイ

ベントの最中に，近くの高層ホテルから半自動ラ

イフルの乱射によって 58 人の掛け替えのない命

が奪われ，また 500 人近くが負傷した。そしてま

た１カ月後，11 月５日にはテキサス州サンアン

トニオ郊外の教会で礼拝中に銃撃によって 26 人

の命が奪われた。2016 年６月 12 日にはディズ

ニーワールドで知られるフロリダのオーランドで

ナイトクラブ襲撃があり，49 人が命を失くして

いる。その前の年 12 月２日にはカルフォルニア

州サンバーナディーノで公衆衛生訓練イベントの

最中に銃撃によって 14 人が殺害された。10 人未

満の命が奪われた銃犯罪を入れると，米国では少

なくとも年に数回は銃による大量殺人事件が起

こっている。2016 年の統計によると，銃による

殺人件数は米国で 9146 件（人口 10 万人当り 2.97

件），ドイツで 158 件（人口 10 万人当り 0.19

件），フランスで 35 件（人口 10 万人当り 0.06

件），韓国で 14 件（人口 10 万人当り 0.03 件），

そして日本では 11 件（人口 10 万人当り 0.01 件）

である。明らかに，米国の銃による殺人件数が他

の先進国と比べて平均して 20 倍以上も高く，抜

きん出て多いのが分かる。米国では，このような

大量殺人事件が起こると毎回のように銃規制の話

が盛んになるが，1 カ月も経つと何もなかったか

のようにマスメディアから忘れ去らてしまう。ラ

スベガスやサンアントニオで起きたような大量殺

人事件が日本で起こったら，一年中その事件が

ニュースに取り上げられていることだろう。

なぜ米国で銃規制ができないか

今回のコラムでは，なぜ米国で銃の規制ができ

ないのか，またその結果，社会への経済的なコス

トがどれくらい掛かっているのかを記してみた

い。まず最初に，銃による殺人が多いということ

は，銃が市場で容易に入手できるということだ。

それを代表するような記事が昨年 CNNで報道さ

れた。その記事のタイトルは「Itʼs easier to get a

gun than to get a puppy」（銃を入手するのは子

犬を入手するより簡単である）。銃は銃砲店ばか

りでなくWalmart やスポーツ用品店で容易に買

うことができる。基本的には銃を法的に入手する

には身元確認書に氏名，住所，出身地，人種，国

籍を記入する必要があるが，社会保障番号（日本

のマイナンバーに相当する）は記入しなくても良

い。店のほうで，客が犯罪歴を持っているかどう

かを米国連邦捜査局（FBI）のデータベースの上

で調べ，犯罪歴がなければ 10−15 分位待つだけ

で銃を買うことができる。州によっては銃を買え

るまでに 10 日程の待ち時間があるところもある

が，ない州のほうが多い。拳銃でもライフルでも

複数同時に購入できる。銃を売っている店を何件

か回って，同じように色々な銃や銃弾を容易に購

入することができる。ところが，所々で行われて

いるガン・ショー（gun show）とか個人同士の

銃の取引に関しては，政府の身元確認書にも記入

することなく全く自由な売買ができる。そのよう

な現状のもとで，ラスベガスで起きたようにガン

マンが何十丁という銃をホテル部屋に持ち込むこ

とが簡単にできることが理解できる。ところで

ペットの子犬を入手するには，銃を入手するのと

同じように個人情報を提供しなければならない

し，その上に動物の「養子縁組機関」がペットを

引き渡す前に自宅に来て，ふさわしい家庭かどう

かをチェックすることがある。つまり，銃を入手

する方がペットの子犬を入手するより簡単なわけ

だ。

とは言っても，米国では皆が皆，銃を所有して

いるわけではない。３億丁の銃が国内に存在して
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いると言われている。78％の大人（21 歳以上）

は全く銃を持っていない。わずが３％の大人人口

が 50％の銃を所有し，残り 19％の大人人口が残

り 50％の銃を所有しているという結果が出てい

る。つまり，少数の銃愛好家が何十丁という銃を

所有しているわけである。非常に偏った銃の所有

分布を示している。

私の知る限り，銃を所有していない知人は皆，

米国の銃文化に憤りを感じている。銃を所有して

いないから銃には反対だとは言い切れないとして

も，78％の米国人は銃を所有せず，民主主義の上

では大多数なのに，なぜ銃規制ができないのだろ

うか。また何故このように一般常識では理解でき

ないような，容易に銃を入手できる制度ができて

しまったのだろうか。その裏には全米ライフル協

会（NRA）が存在する。NRAは銃規制緩和に積

極的に取り組んでおり，大きな政治団体となって

いる。NRA 自体は会員数を 500 万人と公表して

いるが，ある調査によると多くて 1400 万人程い

るという。会員の年間会費が 40 ドルであるから，

銃関係団体からの献金を除いてNRAの年間予算

は少なくて２億ドルから 5.6 億ドル程あるわけ

だ。NRA の年間予算は数々の銃規制擁護団体を

全て集めた年間予算よりもはるかに多いことは知

られている。つまり銃政治に関して，資金力から

してNRAの政治への影響力が大きいことが予想

される。そればかりでなく，マーケティングを教

える私の私見だが，NRA の「マーケティング」

能力は高いようだ。まず最初に，NRA は，まだ

治安の取れていない開拓時代の 1789 年に施行さ

れた米国憲法修正第２条（「自由国家の安全保障

に必要な十分に規制された民兵が武器を保持する

権利は侵害されないものとする」）を司法制度の

確立した現在の米国にも適用すると主張し，当時

の「民兵」でなく，現在の「一般市民」が武器を

保持する権利があると憲法擁護を旗頭に立てて

NRA の使命としている。第二に，有名人の支持

をうまく利用している。過去一世を風靡した俳優

チャールトン・へストンを 1998−2003 年に

NRA の会長として迎えたり，同様に有名な俳優

のトム・セレックやウーピー・ゴールバーグや前

副大統領候補のセアラ・ペイリン等を表看板の会

員としている。第三に，政治家「市場」をうまく

セグメントし，銃の権利に対する容認度によって

国会議員のグレードを付け公表している。勿論，

政治資金の割当にも使っている。昔から銃の権利

に対する容認度の高いのは共和党の国会議員であ

り，共和党が主導権を握った国会が何故銃規制に

乗り気にならないかが一目瞭然だ。銃規制の声が

国会で反映されないことになる。

銃社会の社会的なコスト

このような米国で現在の銃規制（の無さ）が社

会的に大きなコストになっていることは容易に想

像できる。ある推定によると，救急医療などの直

接経費が約 90 億ドル，治安関係の間接経費が

2210 億ドル，合計で 2300 億ドルとされている。

2017 年度の米国政府予算の赤字額が 4400 ドルと

予想されている。米国での銃による犯罪が日本の

ように皆無に近いとしたら，政府予算の赤字が

50％ほど削減されることになるかも知れない。勿

論，銃で命を落とした人々がもし健康に人生を送

れた場合の経済的な価値，そして彼らの兄弟，親

戚，そして知人への心の痛手を考慮すると，真の

社会的なコストは到底金額では表し得ないものに

なる。
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